
序章
　バブル経済が崩壊して以来、日本の国内

では需要が横ばいの状況が続いており、環

境、少子化等の深刻な問題に加え、経済が

長期停滞に陥って成長が止まっている。一方、

発展途上国は、需要が拡大することによって、

経済が急発展している。今後の15年の間に

発展途上国の需要が世界経済の強力な牽引

力になると予想される。この15年間は日本に

とって、グローバル化の波に乗って自国の経

済を活性化するチャンスとなるであろう。

　本論文はまず日本社会に深く根付いてい

る価値観の特徴を分析し、内集団といった

独特な意識の強みと弱みをまとめる。その価

値観は今の日本の強みと弱みの根本的な原

因だと私は考える。第二章は2025年の世界

における変化を予測し、新たな日本型の社

会の在り方を提案する。

第一章
内集団──日本を支えてきた意識の根底

日本人の価値観──内集団の形成

　長く日本に滞在した外国人にとって、日本

の社会に溶け込むことが難しいという話は少

なくない。外国人から見ると、日本人は内気

世界との共同集団を作る
──課題解決を輸出する社会を目指せ
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で静かな民族であり、知らない人とのコミュ

ニケーションはめったにしない1）。しかし、日

本人は本当にそうなのか?　日本のテレビを

見ると、バラエティー番組が多く、お笑い番組

は人気が非常に高いようである。それに、渋

谷や新宿に行くと、若者が集団で話し合う光

景は珍しくない。では、なぜ外国人から見て

日本人にはそういう二重の印象があるのか?

　日本社会の一つの特徴は、アメリカや中

国のような多民族の国ではなく、基本的に単

一民族である、いわゆる同調型社会というこ

とである。それに加えて、日本は島国である

ことから、他の民族と交流することが相対的

に難しいので、独自の文化が形成されてきた。

こうした条件下で、日本人、あるいは日本社

会は内集団という特徴を備えている。内集団

は、その集団内の成員の集団意識が強いた

め、他の集団に対して閉鎖的になる2）。日本

社会においては、同一の民族で文化の差異

があまりないため、日本人同士が接するとき

に基本的に障壁がない。しかし、他の民族

と交流する際には、言葉や文化の面で、日本

人は大きな壁を感じる。そのため、日本人に

とって、文化や習慣の異なる外国人が「外集

団」となってしまう。内集団意識の強い集団

内の構成員は集団内の構成員と付き合う意

欲は高いものの、外集団に対するコミュニケ

ーションが苦手である。これが外国人にとっ

て日本人に二重の印象があるということの原

因である。

　内集団の意識は日本社会を支えてきた基

礎となり、他国と比して最も特徴的なものだ

と考えられる。例えば、終身雇用制度、モノ

づくり経営、ガラパゴス化等の現象の裏には、

内集団という意識が起因している。

内集団の強みと弱み

　内集団は日本の経済成長に大いに貢献し

てきた。終身雇用制度は内集団の一つの現

れである。終身雇用制度のもとで、殆どの従

業員は自分を内集団の一員と見なしている。

こうした内集団の意識が集団内で定着すると、

従業員と会社は強い関係で結ばれ、多くの

従業員は自発的に会社に貢献する。

　内集団の特徴が現れているもう一つの例

としては日本の「モノづくり経営」がある。欧

米企業と比べると、自動車をはじめとする日

本企業の強みは「擦りあわせ製品」における

「モノづくり能力」を活かす経営方式である3）。

日本企業では内集団の意識が強いため、集

団内は集団の利益を最優先にすべきだと一

致する。よって、頻繁な擦りあわせをするこ

とができる能力は、日本の企業に特徴的で

ある。

　反面、内集団の社会には弱みもある。前

述したように、内集団の意識が強ければ強い

ほど、外集団に対して閉鎖的になり、さらに

外集団からは、その集団が攻撃的に見える

場合がある。もう一つの弱みはガラパゴス化

という現象である4）。日本国内の市場が独自
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の進化を遂げている間に、海外諸国ではデ

ファクト的な仕様が決まりつつ、拡大発展し

ていく。気が付いた時には、日本は世界の

動きから大きく取り残されている。その現象

の根本原因は日本が国内市場という内集団

の発展に固執しすぎて、グローバルな外集団

を無視してしまうことである。

　その内集団の意識はすでに日本人の価値

観の一部となっているうえ、一朝一夕に形成

されたものではない。内集団の意識が根深

く存在している日本社会においては、その性

格から完全に脱皮することはなかなか難しい

と私は考えている。例えば、ベンチャー企業

が日本経済を活性化する鍵であるという主張

が存在するが、ベンチャー企業による日本

経済の活性化はないと考えられる。なぜなら、

日本のような同調型社会に住む人は、リスク・

アボイダーである。冒険を望まない若者の多

い国で、ベンチャー企業が経済を活性化す

ることはないだろう5）。したがって、日本にと

ってグローバル化を進める道は、自国の価値

観をむやみに捨てるのではなく、価値観の強

みを保ちながら、弱みを克服して意識転換を

浸透させていくことだろう。

集団の再認識
──世界を共同集団として意識する

　グローバル化を推進するには、内集団の

意識の弱みを克服して世界を共同集団として

認識するのが、新しい「日本型」社会の第一

歩である。

図1　内集団の意識の転換

内集団（日本）

内集団
（世界）

世界

外集団 集団の成員（日本）
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　2025年には色々なことが変化するかもし

れないが、その中で最も顕著で、世界中に共

通するものは「資源の枯渇」及び「高齢化す

る社会」と予想される6）。新興国の人口増加

と所得増加による経済・生産活動の増大が

相まって、このままでは地球の環境が悪化し、

資源が不足し、高齢化が進む。その一連の

難題は日本だけでなく、世界中の国々が回避

できないことである。

　それらの問題は共同集団という意識を形

成する基礎を提供する。国境を開くためには、

内集団の本質を保ちながら、外集団に対して

「排他的」部分を変化させる必要がある。な

ぜ外集団から内集団が攻撃的に見えるかとい

うと、その主要原因は、図1の左の図のよう

に、内集団が他の集団を単純に外集団と見

なしており、共通している部分を認識してい

ないからである。その状況を変えるには、図

1の右の図のように意識を転換することが重

要である。マクロな視点から捉えれば、すべ

ての集団は共同の枠組みの中に存在し、同

一の共同集団に所属するわけである。すなわ

ち、日本のような集団にとっては、他の集団

の異質性を考える代わりに、共通している部

分を認め、世界との共同集団を作ろうという

意識へ転換すべきであろう。

　前に述べたように、全人類が2025年に資

源枯渇と高齢化社会といった問題を抱えると

予想される。そのため、大きく見れば、日本

と他の国は同一の環境に存在し、同じ問題

に迫られ、実に共通している部分が多い。こ

うして共同集団という意識が浸透すれば、集

団間の境界線は消えてしまうだろう。

　では、いかにすれば日本はこういう意識を

社会に浸透させ、2025年に新しい社会を築

くことができるだろうか?　以下では、意識転

換を踏まえ、新たな「日本型」社会を提案し

ていきたい。

第二章
課題解決を輸出する社会を目指せ

共同集団という認識の浸透──産官学連携

　共同集団という意識を社会に共有させるに

は、産業、学校、官僚という三つのレベルで

それを浸透させることが必要である。共同集

団という意識をもつということは、産官学の人

が計画を作成するにあたり、世界的な視点に

立ち、将来その計画が世界という共同集団に

どのような影響を与えるかということを意識す

ることである。

　具体的に言えば、産業においては、企業

が戦略を策定する際には、グローバルの市

場を考慮に入れるべきであるということだ。

現在色々な企業がグローバルに拠点や業務

を展開し、一部の生産や購買機能を海外に

アウトソーシングしている。将来はそれだけ

でなく、新製品を開発する際にも、販売や開

発の機能を他の国へ移転する可能性を検討
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すべきだと私は考える。

　共同集団という意識を浸透させるには、教

育が重要な役割を果たしている。大学にとっ

ては外国人留学生を増やすことが不可欠で

あるが、国内の学生を海外に派遣することも

重要である。また、大学は海外の大学と共

同研究等の形で連携することも、共同集団

意識を深めるのに役立つだろう。

　同時に、産と学の連携が共同集団という

意識を普及するのに必要である。大学と産業

の提携とは、知識の拠点としての大学が共

同研究等の形式をとって企業との研究を行う

ことである。世界を共同集団として意識する

ため、将来は企業が海外の大学との研究を

増加し、同時に国内の大学は海外の企業と

の連携の可能性も検討すべきである。

　産業と学校レベルの共同集団を作るには、

繋がりの機能として政府の関与が期待される。

地方産業の発展を計画するときに、それが他

国の産業との競争関係か、あるいは連携関

係かという共同集団内の関係を、政府の関

係者は考えなくてはならない。一方、政府は

共同集団、すなわち世界の舞台で活躍できる

人材の育成を念頭に置きながら、義務教育

から大学教育までの政策案を練るべきだろう。

また、企業や学校が大きな問題に関わる場

合に、例えば、地域の経済等に関するケース

において、政府はリーダーとして各関係者を

集めるという役割が期待される。

　以上のように、共同集団という意識浸透の

成果は、産官学の緊密な連携と密接不可分

な関係を有している。内集団の意識の強い

日本社会において、我々は産官学連携の成

果を期待することができるだろう。図2に示し

たように、三者は独立した部分がある一方で、

お互いに連携する場合も多く存在している。

課題解決を輸出する社会を目指せ

　世界を共同集団として認識したうえで、日

本はいかにして世界の中で存在感を示すこと

ができるのか?　私は共同集団という認識を

共有したうえで、課題解決を輸出する社会を

提案する。

　資源が乏しい日本は、省エネルギー技術や

リサイクル技術においては世界で圧倒的な優

位性がある。また、日本はすでに高齢化社

会に入っており、高齢化社会の対策に関して

多くの経験を積んでいる。したがって、世界

各国が共通の課題を抱える2025年には、日

本が自国で蓄積した、課題を解決する方法を

図2　産官学の連携

政府

産業 学校
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他の国に輸出することが可能である。

　日本の解決方式を外国に移転する際には、

常に共同集団を意識しながら、他国に受け入

れられるような形に変更することが重要であ

る。換言すれば、

　産業に蓄積してきた課題を解決する優れ

た方式を、現地に対応できる形で輸出する

ということである。

　課題解決を輸出する一例として、以下では

日本の経営方式を輸出する方法を説明する。

　日本企業の優れた経営方式は世界中に有

名である。日本式経営の強みとしては「モノ

づくり経営方式」が常に取り上げられる。そ

の生産方式はすでに色々な国で成功して高

品質の製品を生産している。世界中の多くの

人から愛用される自動車を生産する、日本の

自動車企業がその好例である。

　ところが、日本企業には弱みもある。ガラ

パゴス化はその一つの現象である。その真

の原因は多くの企業が現地のニーズを正確

に把握できないからだと私は考える。日本の

グローバル企業は欧米のグローバル企業に

比べて集権的であり、意思決定や資源配分

が本社に集中している7）。そうすると、現地か

ら離れている本社はすべてのニーズに対応で

きないので、企業は現地の人のニーズを満た

せない。

　将来、共同集団という意識のもとで、企業

はグローバル化を進める時に、現地の問題を

解決することを目的とすれば、現地のニーズ

を満足させることができるだろう。具体策とし

ては、日本企業の場合、地場企業を買収す

ることや、地場企業と合同会社を創立するこ

と等の方式を採用することで、現地の市場に

参入することができると考えられる。また、よ

り多くの現地の人を雇って現地のニーズに耳

を傾けるならば、日本製品の普及度が高くな

り、さらに企業の競争力が向上するだろう。

　要するに、企業は、グローバルに業務を展

開する際、世界との共同集団を意識しながら、

現地の人のニーズを理解し、そのニーズに応

える製品を作るように努力すべきである。

　内集団の意識が日本社会の経済、文化に

大いに貢献してきた。その意識は確かに時代

の発展につれて、障害となる面が現れてくる

が、内集団の意識が日本の柱として根付いて

いるので、むやみに捨てるわけにはいかないと

考えられる。よって、世界との共同集団を作る、

という意識転換を踏まえて、以上では2025年

の新しい「日本型」社会を提案した。

文中注

1）  『日本人のライフスタイル』pp.50-54
2） 『日本人のライフスタイル』pp.102-103
3） 『ものづくり経営学製造業を超える生産思想』を参照。
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簡単に言えば、「モノづくり能力」とは、企業が各部門
間の擦りあわせを通じて生産性の向上やプロセスの改
善を達成し、そして低コストで高効率の生産を成し遂
げる能力である。「モノづくり経営方式」とは、現場
組織のチームワークによって設計情報の滞留（ムダ）
を最小化し、設計情報の創造と転写が高い精度と密
度で行われるように、常に改善を怠らぬシステムのこと
である。

4） 『日本「再創造」「プラチナ社会」の実現に向けて』
を参照。pp.110 ガラパゴス化とは、日本の製品は性
能が高いとはいえ、島国で独自の進化を遂げてきたた
めに、価格も高く世界の標準となっていないことを指す。

5） 『「日本型うつ病社会」の構造』pp.106、pp.125
6） 『日本「再創造」「プラチナ社会」の実現に向けて』
を参照。pp.31 「有限の地球」とは、利用可能の資源
が、人類の活動の膨張によって明確に限りが見えてき
たということである。特にこの15年の間に発展途上国
が急成長するため、その代価として資源の枯渇を加速
することである。もう一つの特徴は多くの国が日本の
ように続 と々「高齢化する社会」に足を踏み入れると想
定されていることである。高齢化という問題は現時点
では多くの国に顕在化していないが、経済の発展につ
れて、より数多くの国が高齢化の社会に入ってくる。

7） “Managing Across Borders - The Transnational 
Solution”,  pp.45
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